国民健康保険運営協議会議事録

日　　時　　　令和７年２月６日（木）

　　　　　　　午後３時００分～午後３時５０分

場　　所　　　市議会委員会室（本館３階）

出席委員　　　森　裕美、大西幸子、永井千佳子、奥野やす子、雪岡　義

　　　　　　　井上　理、村島一敏

　　　　　　　西山則夫、吉井詩子、野口佳子、大西要一、川口　浩

　　　　　　　長谷川一予、坂口裕司
欠席委員　　　寺田　晃、松葉　玲、小林　裕典、澤田　隆、

市出席者　　　（健康福祉部部長）辻村、（健康福祉部次長）谷

　　　　　　　（医療保険課長）前村
　　　　　　　（健康課長）村井
　　　　　　　（成人健診係長）中村
　　　　　　　（医療保険課副参事・後期高齢者医療係長）中川
　　　　　　　（国民健康保険課主幹・国民健康保険料係長）古川

　　　　　　　（国民健康保険給付係長）鈴木

協議及び報告事項

　　　　　　　○協議事項
　　　　　　　（１）会長の選任について
　　　　　　　（２）令和６年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）について

　　　　　　　（３）令和７年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について
　　　　　　　（４）国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ
　　　　　　　　　　(案)について
〇報告事項
　　　　　　　（１）令和７年度国民健康保険事業費納付金の算定について
　　　　　　　（２）令和７年度保険者努力支援制度の結果
　　　　　　　（３）その他

（開会　午後３時００分）

○前村医療保険課長　　それでは、定刻になりましたので、ただいまより会議を始めさせていただきます。
　委員の皆様方には何かとお忙しい中、会議に御出席をいただきまして、誠にありがとうございます。

　会議に入ります前に、昨年12月の市議会議員の役員改選に伴い、公益を代表する委員に異動がございましたので、御紹介させていただきます。
　辻議員が退任されまして、吉井委員が就任されました。ただいまから、健康福祉部長の辻村より委嘱状を交付させていただきます。

（委嘱状交付）
○辻村健康福祉部長　　それでは、委嘱状の交付をさせていただきます。
　吉井詩子様、伊勢市国民健康保険運営協議会委員を委嘱いたします。よろしくお願いいたします。

○前村医療保険課長　　吉井委員、よろしくお願いいたします。
　なお、本日は寺田委員、松葉委員、小林委員、澤田委員から所用のため御欠席との御連絡をいただいておりますので、御報告申し上げます。
　それでは、議事に入ります前に、部長の辻村より御挨拶申し上げます。

○辻村健康福祉部長　　改めまして、皆さん、こんにちは。健康福祉部の辻村でございます。
　本日は大変御多忙の中、また、大変寒い中を、当運営協議会に御出席を賜りまして、誠にありがとうございます。また、平素はそれぞれのお立場で国保の運営をはじめといたしまして、福祉や市政の全般にわたりまして、御理解と御協力を賜っておりますことに、この場をお借りいたしまして、厚く御礼申し上げます。

　現在、国民健康保険制度は団塊の世代の後期高齢者への移行等に伴いまして、被保険者数の減少であったり、医療の高度化によりまして、１人当たりの医療費の増加といった傾向が見られております。このような状況を踏まえまして、国におきましては制度の見直しや、改正が進められておるところでございますが、私どもといたしましても、その動向を注視してまいりながら、制度の健全な運営に努めてまいりたいと考えております。

　なお、今後の制度改正といたしましては、子ども・子育て支援金の導入であったり、高額療養費制度の見直し、それから被用者保険への加入条件の見直し、そして保険料水準の県内統一といったことなどが、今後の保険料に影響を与えるものと考えておりまして、国の検討状況につきましては、しっかりと確認しながら情報収集も努めてまいりたいと考えております。
　本日は、令和６年度の最終補正予算、それから、令和７年度の当初予算などにつきまして御審議を賜ることといたしております。

　この制度を維持していくためには、厳しい状況が続いていくということも予想しておるわけなんですけども、今後も被保険者の皆さんの負担軽減と、それから健康保持の両立を目指しながら安定した国保運営につなげていけるように、委員の皆様の御指導も賜りながら進めてまいりたいと考えておりますので、何とぞ御指導、御鞭撻をよろしくお願いしたいと思います。
　簡単ではございますが、本日の挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

○前村医療保険課長　　続きまして、本日の資料の確認をさせていただきます。
　事前に郵送させていただき、御持参いただいたものと、お席に本日配付させていただいたものがございます。それでは、確認をお願いいたします。
　まず、事項書、委員名簿、続きまして、運営協議会の関係法等の一覧でございます。次に資料でございます。資料１、令和６年度国民健康保険特別会計最終補正予算総括表、資料２、令和７年度国民健康保険特別会計当初予算総括表、資料３、令和７年度国民健康保険料試算比較、資料４、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）について、資料５、令和７年度国民健康保険事業費納付金の算定について、資料６、令和７年度保険者努力支援制度の結果でございます。
　以上が本日の資料となっております。
　なお、先に送付いたしました開催通知には、協議及び報告事項の（５）番としまして、国保広域化についてといたしておりましたが、本日の事項書には、報告事項１、令和７年度国民健康保険事業費納付金の算定について、（２）令和７年度保険者努力支援制度の結果とさせていただいております。内容については変わりはございませんので、よろしくお願いいたします。
　資料は全てそろっておりますでしょうか。

　ありがとうございます。
　それでは、先ほど御報告いたしましたように、公益を代表する委員の異動があり、辻委員が退任されました。辻委員におかれましては、会長となっていただいておりましたことから、新たに会長を選任していただくことになります。選任されるまでの間、伊勢市国民健康保険条例施行規則第３条の規定に従い、大西副会長に議長をお願いさせていただき、議事を進行していただきます。
　副会長、よろしくお願いいたします。

〇大西副会長　　大西です。どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、会長が選任されるまでの間、条例施行規則第３条の規定に基づき、副会長である私が会議を進めさせていただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。

　ただいまから国民健康保険運営協議会を開催いたします。本日の委員の出席状況を報告いたします。委員定数18名のうち、本日は14名の方が出席されておりますので、本協議会は成立しております。

　会議録署名者を指名いたします。会議録署名者に、奥野委員、井上委員の御両名を指名いたします。よろしくお願いいたします。

　それでは、事項書に従いまして、議事を進めさせていただきます。

　協議事項１、会長の選任についてを御協議お願いします。会長につきましては、国民健康保険法施行令第５条の規定により、公益を代表する５人の委員の中から会長を選出していただくことになります。会長の選出につきまして、いかが取り計らいたしましょうか。

　川口委員。
○川口委員　　吉井委員にお願いしたいと思います。

〇大西副会長　　ただいま、公益代表の川口委員から会長に吉井委員を御推薦いただきましたが、ほかに御意見はございませんでしょうか。
　御意見もないようですので、お諮りさせていただきます。
　会長を吉井委員に就任いただくことで御異議ございませんでしょうか。
（「なし」との声あり）
〇大西副会長　　ありがとうございます。
　全員異議なく御同意と認めます。よって、吉井委員が会長に当選されました。吉井委員、お願いいたします。
　恐れ入りますが、会長席へお移りいただき、一言御挨拶をお願いいたします。
〇吉井会長　　ただいま、会長に御推挙いただきました吉井です。委員の皆様の御協力を得て、国保事業の健全運営に努力してまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

〇大西副会長　　ありがとうございました。
　それでは、以降の進行は規定に従い、会長に議長をお願いしますので、よろしくお願いいたします。

〇吉井会長　　引き続き、御協議いただきます事項につきましては、既にお手元に配付させていただいておりますとおり、令和６年度最終補正予算ほか２件でございます。よろしく御協議の上、御決定いただきますことをお願い申し上げます。
　それでは、事項書に従いまして議事を進めさせていただきます。

　協議事項、（２）令和６年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）及び、（３）令和７年度国民健康保険特別会計当初予算（案）は相関連しますので、以上２件を一括して御協議願います。
　事務局より説明願います。課長。

○前村医療保険課長　　それでは、令和６年度国民健康保険特別会計最終補正予算案について御説明を申し上げます。
　お手元の資料１、最終補正予算総括表を御覧ください。
　表の一番上の項目に、補正額（Ａ）、補正前予算額（Ｂ）、補正後予算額（Ａ＋Ｂ)とございますが、金額を全て1,000円単位で記載させていただいております。
　今回の補正予算につきましては、歳入歳出ともに1,161万5,000円を減額し、補正後の予算総額を126億8,377万8,000円とするものでございます。

　それでは、歳出から御説明申し上げます。
　まず、左側の縦書きの１段目の総務費につきましては、賦課費の印刷経費、徴収費の研修会等の参加負担金などの減額により、計で11万5,000円を減額しております。

　次に、縦書きの２段目、保険給付費でございますが、療養費の一般被保険者を800万円増、その他給付の出産育児一時金については、給付見込み件数の減少から350万円の減、以上により保険給付費の計は450万円の増額となっております。
　次に、保険事業費は、被保険者数減少による健診委託料の減により1,600万円を減額しております。

　歳出については以上でございます。
　続きまして、裏面の歳入を御覧ください。主なものについて御説明申し上げます。

　上段の国民健康保険料・税でございますが、備考欄に記載しております最終調定見込額と予定収納率により、それぞれ調整を行い、保険料を3,845万9,000円、保険税を13万9,000円増額し、料と税を合わせて補正後の予算額は21億2,921万9,000円となっております。

　次に、県支出金でございますが、普通交付金は保険給付費の増額に伴い800万円の増額、特別交付金は特定健診等負担金分の720万4,000円を減額し、県支出金計では79万6,000円の増額となっております。

　次に、繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金の保険料軽減分・保険者支援分の増により1,768万円を増額、特定健康診査等事業繰入金を236万6,000円の減額、未就学児均等割保険料繰入金は軽減分の減少に合わせ、102万2,000円の減額、財政調整基金は保険料収入の増などにより6,288万6,000円減額し、繰入金計で4,800万9,000円の減額となっております。また、延滞金につきましては、300万円減額しております。

　以上で、令和６年度国民健康保険特別会計補正予算（案）の説明を終わらせていただきます。
　続きまして、令和７年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について、御説明申し上げます。
　資料の２を御覧ください。

　資料２、当初予算総括表でございます。先ほどの補正予算と同様、項目ごとに1,000円単位で記載しております。

　令和７年度の当初予算総額につきましては、歳入・歳出ともに前年度との比較で２億5,803万5,000円の減額で、124億1,768万2,000円を計上しております。割合にして約２％の減となっております。

　それでは、歳出から主なものについて御説明申し上げます。
　まず、縦書きの一番上の総務費は、一般管理費や情報システム管理費、徴収費などで、主なものといたしまして、一般管理費で482万3,000円の増、情報システム管理費では338万2,000円の増となり、総務費計で870万5,000円の増額となっております。

　次に、保険給付費でございますが、計で前年度より２億5,082万8,000円の減額となる88億1,860万2,000円を計上しております。これは歳出総額の71％を占めております。

　保険給付費の主なものといたしましては、一番上の療養給付費が小計で、被保険者数の減少により前年度比較２億6,412万円の減額となっておりますが、高額療養費は小計で１人当たりの医療費の増加などにより、前年度より2,389万円増額となっております。また、その他給付費の出産育児一時金は600万円の減となっております。被保険者数は減少しておりますが、医療の高度化等により１人当たりの医療費は増加している状況が継続しております。

　次に、国保事業費納付金でございます。医療分・後期分・介護納付金分に分かれておりますが、計で前年度より1,477万7,000円減の32億1,472万1,000円を計上しております。この納付金は、平成30年度から国保広域化により、県が各市町の医療費等を給付するために必要とされる費用として交付する、保険給付費交付金の原資として県が徴収するもので、保険給付費の実績や国の示す係数を基に算出されたものでございます。

　次に、その下の保健事業費では、被保険者の糖尿病をはじめとする生活習慣病等の早期発見と重症化予防のために実施しております、特定健康診査や特定保健指導、がん検診、歯周病検診、また、医療費適正化を図るために送付している医療費通知などの費用として、事業費の計で１億7,775万4,000円を計上しております。特定健康診査事業費は、前年度比356万円の減額となっておりますが、こちらは対象者数の減少によるものでございます。

　また、下段の、公債費の財政調整基金組換運用に係る一時借入金利子は利率の上昇により４万7,000円の増額、諸支出金は保険料過年度還付金に係る償還金及び還付加算金と、基金運用に係る基金積立金で57万4,000円の増額となっております。一番下の予備費は、昨年度と同額の1,000万円を計上しております。
　続きまして、資料裏面の歳入を御覧ください。

　まず、縦書きの一番上の国民健康保険料でございますが、保険料の算出に当たりましては、現年賦課分は、試算を経て設定した賦課総額を基に軽減額を勘案し、また、滞納繰越分は令和６年度からの繰越額を含めた調定見込みを推計し、それぞれ実績から設定した目標収納率を乗じて得た額を計上しております。

　保険料の計21億3,482万9,000円と、市町村合併前の滞納繰越分の保険税の2,000円を合わせました21億3,483万1,000円を計上し、歳入総額の約17.2％となっております。

　次に、県支出金のうち保険給付費交付金でございます。普通交付金は歳出のほうで御説明申し上げました、国保事業費納付金を基に、県から交付される交付金、保険給付に充てるための費用で88億655万2,000円、また特別交付金は、国の保険者努力支援制度と県の保険者取組支援制度による２億1,467万3,000円で、健康増進事業補助金の400万円を合わせて、90億2,522万5,000円を計上しております。

　次に、繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金や財政調整基金繰入金等で、法令や制度で定められているもののほか、今回の予算編成に際し、保険料負担感の緩和を図るための財政調整基金繰入金を３億3,000万円計上し、計で12億3,197万6,000円を計上しております。
　最後に、諸収入でございますが、延滞金及び一般被保険者第三者納付金などの見込みとして、2,433万2,000円としております。
　以上が歳入の主な内容で、合計124億1,768万2,000円でございます。
　令和７年度国民健康保険特別会計当初予算（案）については以上でございますが、保険料試算の詳細につきましては、担当係長から引き続き御説明させていただきます。

○古川保険料係長　　保険料係長です。
〇吉井会長　　はい、係長。

○古川保険料係長　　それでは、令和７年度国民健康保険料試算比較について御説明申し上げます。
　お手元の資料３を御覧ください。

　今回の試算につきましても、例年のことではございますが、直近の令和６年分所得については、現時点では把握できておりませんので、加入者の皆様の前々年、令和５年中の所得と被保険者数、世帯数などは県の推計値を基に試算しております。あくまでも現時点での参考値ということで御理解いただきますようお願いいたします。また、試算におきましては、基金から３億3,000万円を繰入れ、保険料必要額を引き下げた上で行っておりますので、あわせて御理解いただきますようお願いいたします。
　それでは、こちらの資料の一番上の表を御覧ください。
　まず、今回の試算において用いた見込みの被保険者数及び世帯数でございますが、医療分及び後期高齢者支援金分につきましては、被保険者数が２万1,604人、世帯数が１万4,159世帯でございます。
　表一番右側の介護分ですが、被保険者数が6,876人、世帯数が6,096世帯でございます。

　次に、世帯数の下の調定額でございますが、医療分が13億7,905万5,478円、後期高齢者支援金分が５億9,683万8,606円、介護分が１億9,974万8,144円となっております。
　以上の数字を用いて試算いたしました結果、一番下の表になりますが、医療分、後期高齢者支援金分、介護分を合計した令和７年度の１世帯当たりの保険料は、昨年度予算算定時と比較し、年間で7,310円の増の17万2,317円、１人当たりとしましては6,110円増の12万510円となりました。

　最後に、冒頭でも説明させていただきましたが、今回の試算は加入者の方々の令和５年中の所得等に基づき試算しております。令和７年度の６月の本算定時におきましては、最新の令和６年中の所得状況等により料率を算定いたしますので、今回御提示の金額が変動いたしますことを重ねて御了承いただきますようお願い申し上げます。
　以上、簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。

〇吉井会長　　ありがとうございます。

　ただいまの説明につきまして、御発言等がございましたらお願いいたします。
　川口委員。

〇川口委員　　すみません。何点か質問させていただきます。
　まず最初は、今も若干御説明ありましたけれども、保険料引上げの理由というのを、改めて教えていただければと思います。国保の被保険者の属性を見ますと、小さな企業ですとか、非正規雇用で働かれてる方も多くて、無職の方も加えると全体の多分７割ぐらいだと思うんです。今朝も実質賃金が３年連続で減という報道もありましたけれども、被保険者の負担能力が限界にきてるように、私は受け止めています。収入の１割ぐらいを超えてきているという現状があると思います。

　改めてその引上げの理由、根拠というのを教えていただければと思います。すみません。
○古川保険料係長　　保険料係長です。
〇吉井会長　　はい、係長。

○古川保険料係長　　川口委員からの保険料引上げの原因という形でよろしかったでしょうか。
〇川口委員　　はい。
○古川保険料係長　　御説明させていただきます。

　今回の引上げにつきましては、令和６年度の予算時と比較いたしますと１人当たり、１世帯当たりで7,310円の増額、また１人当たりにつきましても6,110円の増額となっております。
　保険料といいますのが事業納付金とか、特定健診など国保事業に係る支出に必要な費用から、県の補助金や一般会計からの繰入金等を差し引いた残りの額を、保険料として必要な総額とするんですけども、今回、医療の高度化による費用の増額、１人当たりの医療費の増額などによりまして、国保事業納付金、保険料の必要額の大半を占めている国保事業納付金が今年度は1,477万7,000円の減額となっておりますけども、世帯数の減とか、被保険者数の減少が、それよりも大幅に減少しておりますことから、今回はどうしても自然増分というんですか、医療費の１人当たりの自然増分につきましては、御負担いただくという形で増額となっております。
　ただ、伊勢市としましても、基金から３億3,000万円を繰り入れまして、なるべく負担感を和らげた上での予算となっておりますので、御理解賜りますようよろしくお願いいたします。

〇川口委員　　会長。
〇吉井会長　　はい、川口委員

〇川口委員　　値上げの根拠という意味、点については今の説明で理解はできました。

　あと、引上げの緩和措置として使われてきた国保財政調整基金の６年度末の残高見込みと言ったらいいのかな。残高と、あと７年度の見込みというのを教えていただければと思います。
〇吉井会長　　はい、係長。

○古川保険料係長　　財政調整基金の状況です。令和６年度の基金の残高の見込みですけども、決算剰余金等を含めまして9億1,000万円の見込みでございます。そこから令和７年度の基金の残高の見込みですが、9億1,000万円から今回取崩しを3億3,000万円予定しておりますので、７年度の見込みとしましては5億8,000万億円と見込んでおります。
　以上です。

〇吉井会長　　はい、川口委員。
〇川口委員　　取崩しの額なんですけれども、６年度も７年度も同じぐらいなんですけれども、例えば７年度引上げを緩和するために、例えば４億にするとか、そういった検討というのはなされなかったんでしょうか。
○古川保険料係長　　保険料係長です。
〇吉井会長　　はい、係長。

○古川保険料係長　　去年、予算上は、去年は、昨年は４億円繰入れということで、予算上は上げさせていただいたんですけども、結果として本算定のときに3.8億円ということで済んでおります。
　それで今後の見通しなんですけども、今後も被保険者の減少や高齢化、また、医療の高度化による１人当たり医療費の増加などの要因を考慮しますと、今後も保険料は増額で負担していただかないといけない状況であるとは考えています。
　また、県下の保険料水準の統一の影響によりまして、伊勢市につきましては、県内でも保険料水準の低いほうでありますので、保険料の上昇は避けられないものであるとも考えています。
　先ほど言われましたように財政調整基金なんですけども、財政調整基金は年々減少しております。県が、令和11年度の保険料水準の統一を計画しておりますけれども、今のままでいきますと、それまでに基金がなくなってしまう恐れがあります。ですので、基金残高も考慮しながらできる限り保険料の負担感を和らげるように、基金の繰入額については見極めていきたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。
○辻村健康福祉部長　　健康福祉部長。
〇吉井会長　　はい、健康福祉部長。

○辻村健康福祉部長　　先ほど御質問ありました、様々なその検討はなされたのかという御質問があったかと思います。今回、予算を算定するに当たりましても、いろんな形でのシミュレーションを行った上で、先ほど係長が回答申し上げましたように、将来を見据えた上で、できる限り保険者の方の御負担を軽減しつつも、安定的にこの国保の会計を運営していくということで、今回、３億3,000万の繰入れを予算に盛り込んだというところでございますので、御理解賜りますようによろしくお願いいたします。

〇吉井会長　　川口委員。

〇川口委員　　すみません。今、国保の県単位化、11年度に向けて標準保険料率のほうに各市町が合わせていくという話ありました。お話あったように、伊勢市の場合は県下14市のうち下から２番目で低いほうだと思いますので、世帯数が同じであれば、あと、所得が同じであれば、県内どこでも同じぐらいの保険料にしていくんだという、その考え方に基づいていきますと、伊勢市の保険料というのは７年度に限らず、８年度、９年度、10年度と上がっていくということが当然予想されるわけですけれども、市独自の取組としては、当然国の制度でありますから、また、県の制度でありますから限界というのがあると思うんですけれども、その緩和措置というあたりで、現時点で何かお考えというのあればお聞かせ願いたいんですが。

〇吉井会長　　はい、係長。

○古川保険料係長　　今、保険料で言いますと、収納率をなるべく上げていくように、公平性を保ちまして上げると保険料も入ってきますので、その分剰余金に充てられたりして、基金のほうにも積立ができますので、そこは厳しく収納についてはやっていきたいと考えております。
　以上です。

〇吉井会長　　川口委員。

〇川口委員　　市の取組としては、一定の理解はさせていただきます。ただ、やはり被保険者の状況を見てますと、国保制度、制度疲労が著しいと思います。やはり市として、県や国に意見を上げていっていただければと、私は思います。
　以上です。

〇吉井会長　　他に御発言ございませんか。
（「なし」との声あり）
〇吉井会長　　ないようでありますので、お諮りいたします。
　２件一括のうち、まず、令和６年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）につきまして、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いします。
（賛成者　挙手）
〇吉井会長　　ありがとうございます。
　挙手多数でありますので、本件は原案どおり承認することと決定いたしました。

　次に、令和７年度国民健康保険特別会計当初予算（案）につきまして、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いします。

（賛成者　挙手）
〇吉井会長　　ありがとうございます。
　挙手多数でありますので、本件は原案どおり承認することと決定いたしました。

　次に、事項書（４）国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）についてを御協議願います。
　事務局より御説明願います。
○古川保険料係長　　保険料係長です。
〇吉井会長　　はい、係長。

○古川保険料係長　　それでは、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）につきまして御説明申し上げます。
　資料４を御覧ください。
　国民健康保険料の賦課限度額の引き上げと保険料軽減のための所得判定基準の引き上げにつきましては、例年のことではございますが、国の国民健康保険法施行令が改正されることにより、当市においても改正を行うものでございます。
　なお、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令の公布が例年より遅れておりますが、今週、公布される予定であることが、県を通じ国から示されておりますことから、伊勢市国民健康保険条例の一部改正につきまして、３月市議会定例会に議案提出をさせていただくこととなっております。

　２の国民健康保険料の賦課限度額の引き上げについてでございますが、国保料の賦課限度額を基礎賦課額１万円を引き上げて66万円、後期高齢者支援金等賦課額分を２万円引き上げて26万円とし、全体の賦課限度額を現在の106万円から109万円とするものでございます。

　賦課限度額を高く設定いたしますと、中間所得者層の負担を減少させる効果がございます。また、協会けんぽや健康保険組合などの被用者保険と比較しますと、国民健康保険は賦課限度額に達する、または超える世帯の割合が多いことから、賦課限度額を高く設定すると、この割合を減らす効果があります。このことから、国の基準に合わせ、法定限度額とおりの改正とさせていただく予定でございます。

　裏面を御覧ください。

　次に、３の国民健康保険料の軽減する所得判定基準の引き上げでございます。この保険料軽減のための所得判定基準の引き上げは、軽減対象だった世帯が物価の上昇などによる所得水準の全体的な上昇の影響により、軽減対象から外れてしまうことのないよう、５割及び２割軽減について、その所得判定基準を改正するものでございます。

　被保険者数に乗じる金額を５割軽減につきましては、29万5,000円から30万5,000円に、２割軽減につきましては、54万5,000円から56万円に、それぞれ引上げを行うものでございます。

　参考に、軽減対象となるおおよその目安の収入を例示させていただいております。１人世帯で給与収入のみの場合、５割軽減は127万5,000円以下から128万5,000円以下に、２割軽減は152万5,000円以下から154万円以下となる見込みです。３人世帯では、世帯主の給与収入のみの場合、５割軽減は199万2,000円以下から203万5,000円以下に、２割軽減は306万4,000円以下から312万8,000円以下となる見込みです。

　以上で、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）について説明を終わらせていただきます。
〇吉井会長　　ただいまの説明につきまして、御発言等がございましたらお願いいたします。
　よろしいですか。
（「なし」との声あり）
〇吉井会長　　ないようでございますので、お諮りいたします。

　本件につきまして、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いします。
（賛成者　挙手）
〇吉井会長　　ありがとうございます。
　挙手全員でありますので、本件は原案どおり承認いたします。
　以上で、協議事項に関する協議は全て終了いたしました。
　では、次に報告事項に移ります。事項書（１）令和７年度国民健康保険事業費納付金の算定についてを事務局より説明願います。

○前村医療保険課長　　医療保険課長です。
〇吉井会長　　はい、課長。

○前村医療保険課長　　報告事項１、令和７年度国民健康保険事業費納付金の算定について御説明させていただきます。
　資料５を御覧ください。
　平成30年４月に実施されました国保の広域化については、三重県国民健康保険運営方針に基づき、県と全市町で構成する三重県市町国保広域化等連携会議において、保険料収納率の向上や医療費適正化に向けた県全体での取組などについて、進捗状況等を確認しながら進めていくとされております。

　２月13日に、この会議の開催が予定されておりまして、資料が事前に届きましたことから、概要について、本日御報告させていただきます。
　本日お配りしましたのは、県からの配付資料でございます。

　１の納付金算定方法は、図で示してある納付金と保険料（税）の関係図の上段、県予算で決定のところですが、納付金算定は、県が保険給付費等の必要総額を推計し、国からの交付金などの収入分を控除して、市町から納付される納付金の金額を算定することとなっております。
　三重県において、医療の高度化により１人当たりの医療費が増加するものの、団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行により、被保険者数の減少から、保険給付費は1.57％の減少を見込んでいるとし、２の算定結果では、県の財政安定化基金を活用することで、納付金は2.34％の減少となっております。各市町は納付金をベースに、国・県の交付金や基金の繰入、保健事業の費用等を勘案し、保険料を算定した予算案となっております。

　次のＡ４横の一覧表にございますが、本市の納付金については、納付金の比較表の上の、表の上の段、上から４段目でございますが、令和６年度と比較して、増減率は一番右端にございますように0.31％の減となっております。

　また、資料５の最終ページ、Ａ４縦の一覧表には、標準保険料率が示されております。これは国民健康保険法で提示が規定されており、県内統一のルールにより算定し、市町間の比較を行うためのものでございます。
　なお、上段の枠内に記載されておりますように、実際の保険料率は、各市町が状況を勘案して基金繰入額や前年度繰越金等を見込んで算定いたしますので、実際の数値とは異なっております。
　また、２行目から記載のありますように、三重県は保険料水準の統一に向けた取組において、第２期三重県国民健康保険運営方針で、令和11年度を目標に統一を進めていくことが示されております。

　以上、資料の説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。
〇吉井会長　　ありがとうございます。
　ただいまの説明につきまして、御発言等はございませんか。
（「なし」との声あり）
〇吉井会長　　ないようでございますので、本件につきまして、この程度といたします。
　次に、報告事項（２）令和７年度保険者努力支援制度の結果を事務局より説明願います。○前村医療保険課長　　医療保険課長です。
〇吉井会長　　はい、課長。

○前村医療保険課長　　続きまして、報告事項の２、令和７年度保険者努力支援制度の結果について御説明させていただきます。

　資料の６を御覧ください。

　保健事業への取組や国保料の徴収率等の状況に応じて、獲得するポイントに応じて補助金が交付される、国の保険者努力支援制度の現時点での令和７年度の評価結果の速報値でございます。
　１ページを御覧ください。

　本市の順位は、市町全体で３位、市での順位も３位となっております。

　２ページは比較参考として令和６年度の結果でございます。

　令和６年度は市町全体で24位でありましたところ、令和７年度の評価結果で順位が向上した主な理由としましては、後発医薬品の使用割合について、令和５年度の実績が国の目標値である80％を超えたことが挙げられます。

　個々の分析結果は、３ページから８ページに記載がございます。

　３ページの特定健診受診率は全体で３位、市で２位となっております。

　４ページの規模別の比較で全国上位の１割を上回っております。

　５ページの特定保健指導実施率は、全体で６位となっておりますが、市の順位では１位で、規模別でも県内で１位となっております。

　７ページでございます。後発医薬品の使用率でございますが、順位は20位でございますが、実績は81.03％で、国の目標値である80％を達成しており、プラスの評価を得ております。

　８ページは、国保料の収納率の状況でございます。本市は規模別でＢグループに分類されますが、96.29％と全国上位３割も達成しております。

　以上、簡単ではございますが、令和７年度保険者努力支援制度の結果について御報告させていただきました。
〇吉井会長　　ありがとうございます。
　ただいまの説明につきまして、御発言等はございませんか。
（「なし」との声あり）
〇吉井会長　　ないようでございますので、本日の運営協議会は、これをもちまして閉会させていただきます。
　長時間にわたりまして、慎重な御審議をいただきましたことに厚くお礼申し上げます。ありがとうございました。
（閉会　午後３時50分）
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